
 1

計画部会における検討状況 

 

 

１．計画部会における検討経緯 

 ○平成１７年７月２９日、「総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法

等の一部を改正する等の法律」（平成１７年７月２９日法律第８９号）が公

布され、これまでの国土総合開発計画に代えて新たに国土形成計画を策定

することとされた。これを受けて、同年９月７日、国土審議会は、国土形

成計画全国計画の案の作成に関して調査審議を行うため、計画部会の設置

を決定した。 

 ○計画部会は、同年１０月１８日に第１回部会を開催し、全国計画の調査審

議を開始した。同部会においては、主要な計画課題と考えられる５つの分

野について専門の事項を調査するため、専門委員会の設置を決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○各専門委員会においては、これまで計２６回の委員会（懇談会を含む）を

開催し、主要な計画課題について詳細な調査を進めている。 

○計画部会においては、これまで５回にわたり部会を開催し、専門委員会で

の検討状況を踏まえながら、主要な計画課題について議論を進めていると

ころである。（参考１） 

図：国土形成計画（全国計画）の審議体制
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２．主要な論点に係る計画部会の主な議論 

 

（１）ライフスタイル・生活 

 

（計画部会、専門委員会における主な意見） 

・ 日本人の価値観は、「豊かさ」から「よりよく生きる」へ転換してきている。価

値観が変わっていけば、経済・社会のシステムも変えていかなければならない。 

・ 終身雇用時代が終わり、多様な働き方を模索するようになっている。多様な働き

方が可能となる社会システムが必要だ。 

・ 地方では、定住による人口増加は難しい。「二地域居住」や交流人口を増やすこ

とで、地域の活力を求めるしかない。 

・ 都市圏を地方と大都市に分類しているが、三大都市圏、政令市、県庁所在都市、

その他の４つに分類して議論するべきだ。 

・ 市街地の拡大にあわせて社会サービスを提供する考え方から、社会サービスの供

給能力にあわせて市街地を再編する方向へ転換することは、都市の持続可能性の

観点からも重要だ。 

・ 都市圏には拠点がなければ経済社会的にも持続可能にならないため、中心都市の

拠点性の維持は重要だ。 

・ 生活圏の検討に当たっては、これ以上分解できない単位として「歩いて暮らせる

範囲」を考えると良いのではないか。 

・ 住民は、行政圏域の中だけでサービスを受けなければならないわけではない。人

によっても、機能によっても、生活圏は異なる。 

・ 生活圏の検討にあたって重要なのは住んでいる人の満足感であり、例えば 30 万人

圏で一つの圏域とするなど、人口規模で枠を設定するというアプローチはいかがな

ものか。 

・ 広域連携自体へのニーズは高まっているが、負担と意思決定機能の所在がはっき

りしていない。 

・ これまで都市と地方の行政間の調整・役割分担はうまくいっていない。受益と負

担を調整する仕組みを考えたらどうか。 

○長いライフサイクルの中での国民の生活設計（労働形態、家族形態、育児・

介護ケアの仕組み、居住形態等）についてどう考えるか。 

○｢定住人口」や、観光旅行者等の｢交流人口」以外に、インターネット住民

等の｢情報交流人口」、都市住民が農山漁村等にも生活拠点を持つ｢二地域居

住人口」を組みあわせた｢４つの人口」というコンセプトが考えられないか。

○国民の価値観が多様化する中で、自らの価値観によって多様なライフスタ

イルの選択が可能となる「多選択社会」をどのように実現するか。 

○人口減少・高齢化が進展する中、我が国の都市圏において顕在化、深刻化

する問題は何か。人口集積の程度等による差異をどのように整理できるか。

○地方都市圏における生活圏域は今後いかにあるべきか。特に基礎的サービ

スの持続的維持に必要な圏域の規模・都市構造はどのようなものか。 

○大都市圏における人口流入の収束傾向等がみられる中、今後の大都市圏政

策はいかにあるべきか。高齢化、環境、国際競争力の確保等新たな課題に

どう対応していくか。 
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（２）産業展望と東アジア連携 

 

（計画部会、専門委員会における主な意見） 

・ 将来予測にあたっては、過去のトレンドを伸ばすことは危険であり、幅広いシナ

リオを描く必要がある。 

・ 地域産業はどうなるのか、ブロック単位での産業はどうなるのか、検討すべきだ。 

・ 将来の労働力人口の減少への対応を考えておく必要がある。移民かロボットかと

いう選択が迫られる時代が来るのではないか。 

・ 「日本２１世紀ビジョン」が予測している訪日ビジター客 4,000 万人を可能とす

る“文明の磁力”としての文化資本の充実と活用が必要だ。 

・ 教育や文化は、長い時間をかけて作っていくものだ。文化への投資が国土形成に

つながっていくという議論をしてほしい。 

・ 情報の蓄積とそれを担う知的なセンターを日本に作っていくことが必要だ。 

・ 国際競争力が直に反映される産業であるコンベンション産業を国が育成すべき

だ。 

・ 国際競争力の源泉は知的活動であり、文化資本は知的財産を生み出す原動力にな

る。 

・ 知的創造で一番重要なのは、外国人への受容度や多彩な文化の存在などの多様性

である。 

・ 世界的な観点から人財の配置を考えるべきだ。その中で、日本で学位を取得した

留学生を日本にとどめることも検討すべきではないか。 

・ フランスでは、バカンス法施行後、異なるカルチャーに触れる旅行へと変わって

きたが、これを日本の地域活性化につなげられないか。 

・ 日本は高い技術力を持っているので、これから経済成長が見込まれる中国・イン

ドなどにおいて環境分野の協力ができるのではないか。 

・ 日本人のお客のもてなし方など日本がもつ細やかなサービスは競争力を持って

いる。 

・ アジア域内連携を進めるためには、アジアにおいても文化的な距離を縮め、アジ

ア共通の理念を打ち出す必要がある。 

○世界経済の中でもアジア地域を重視すべきではないか。 

○将来の産業構造・エネルギー需給の展望をどう考えるか。 

○我が国経済の成長のエンジンとして、都市の国際競争力・経済活力をどの

ように付けていくべきか。世界から人を引きつけるための磁力としての装

置は何か。 

○多様な人財の集積という観点から知的労働者・留学生が活躍できる仕組み

が考えられないか。 

○地域活力を維持するためには、地域の個性や既存ストック（社会資本・文

化資本）を活用した特色ある地域づくりを行うことが必要ではないか。 

○東アジア地域の成長が予測される中で、東アジア地域との連携によって諸

都市を育成することができないか。 
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（３）自立した地域社会の形成 

 

（計画部会、専門委員会における主な意見） 

・ 知識社会への移行で地域の活性化のチャンスとも捉えられる。 

・ 価値観やライフスタイルも多様化し、ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）、

文化資本など経済以外の資本の充実に対するニーズが拡大している。 

・ 「自立」には、「自律」の意味を含めて考えるべきだ。 

・ 地域での雇用機会の確保が、地域の自立には重要だ。 

・ 地域の問題は、資金面の問題ではなく、地域の意思と実行する組織力の問題だ。 

・ 各地域には、素晴らしい地域資源があるのだから、あとは知恵と努力が必要なの

ではないか。 

・ 持続可能であっても、競争は常に存在する。地域の競争力の鍵は、個性、経済効

率性、信頼性だ。「個性を活かした競争」という考えがあってもよい。 

・ 「国土の均衡ある発展」を全否定してよいものか疑問だ。医療と教育の地域格差

は存在する。機会の不平等を埋めるという考えはあってもよいのではないか。 

・ 農山漁村を支えている地域コミュニティは、後継者が不在で危機的状況にあり、

対策の検討が必要だ。地域コミュニティを支えるソーシャル・キャピタルが重要

だ。 

・ 地域コミュニティの活性化については、生き甲斐のある暮らしの視点が必要だ。 

・ ＩＴはコミュニティの連帯感の強化、地域外との交流活動の支援などに有効だ。

ＩＴによって、どれくらい条件不利地域の不利な条件をカバーできるかを検討す

べきだ。 

・ 自己変革能力の源泉は多様性だ。開放的な地域コミュニティをつくるには、外部

から入ってくる人たちなど新たな考えを持った人たちへの包容力が必要だ。 

・ 一般の人でも人材になりうる。地域でのリーダー不在が安易な言い訳になること

には注意が必要だ。 

・ 地域経営のリソースは、金と人だが、これからは、金よりも人を地域に向けて動

かすことに重点をおくべきだ。 

・ 団塊の世代の中でも、男女の関心志向が異なることなどから、地域間移動はあま

り起こらないのではないか。移住より継続的な往復の方が実現するのではないか。 

・ 地域の自立のために個々人が担う役割について、国土形成計画の中で考えるべき

だ。 

○人口減少が進展する中で、持続可能な自立的な地域社会の姿をどう描くか。

その形成に向けた鍵は何か。その際の国等の関与、役割について、どう考

えるか。 

○地域コミュニティの今日的な意義について、どう考えるか。 

○多様な社会的サービス（生活関連サービス）を持続的に提供するための地

域社会の経営システムをどのように構築していくか。 

○地域の自立的な活性化を目指して、地域経営のあり方をどう考えるか。 
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（４）国土基盤 

 

（計画部会、専門委員会における主な意見） 
・ 国土の「質」を改善し失った「質」を取り戻す引き算の国土形成、シームレス・

アジアを創る技術・制度・広域交通施設上のボトルネックの発見と解消、三つの

安心（自然災害からの安心、犯罪や事故からの安心、デジタル・ハザードからの

安心）の確保、交流に不可欠な地域のアイデンティティ、ハイブリッドでオープ

ンな交流の促進、という視点が重要だ。 

・ 我が国の質の良い工業製品は、ジャパンブランドとして世界に定着している。国

土基盤も工業製品と同じようにジャパンブランドを目指していくべきではない

か。 

・ 光ファイバーがあれば何か生まれるわけではない。しかし、交通が不便でも光フ

ァイバーがあれば、何か工夫しようとする動きは出てくる。そのような動きを支

援する仕掛けを考えていく必要がある。 

・ 物理空間とサイバー空間の安心・安全な連携・融合が国土のエンパワーメントに

有効だ。 

・ 将来の巨大災害に対して、どの程度までハード整備をするのか、その水準を示す

必要がある。 

・ 国土基盤にユニバーサルデザインの考え方があれば、子供も外国人も障害者も高

齢者も暮らしやすくなる。 

・ アジアにおける交通インフラの共同利用に向けて、他国の空港・港湾との役割分

担のあり方を検討すべきだ。 

・ 「既存ストック」の概念を明らかにした上で、国土の質的転換の先導役として位

置づけてはどうか。 

・ 全国のデッドゾーンとなっている場所の再利用を検討してはどうか。 

・ 受益の程度に応じて利用者に負担を課し、それにより道路等を新設、維持、更新

するシステムが必要だ。 

・ 情報通信インフラは、民間所有のため、収益性に劣る地方のネットワークの整

備・維持が課題だ。 

・ 観光について、日本の美しさの喪失、アイデンティティの薄さ、個性のなさが問

題だ。訪日観光は大都市から取り組み、地方都市は国際団体旅行の受け入れに注

力すべきだ。 

・ 動脈経済と静脈経済のバランスがとれた都市・地域づくりが必要だ。 

・ 独自性のある自立した地域づくりのためには、地域の不安の解消（最低限の公共

サービス）、域内・地域間交流の促進（モビリティの向上）、地域の個性の確立が

重要だ。 

○ 魅力ある国土の形成に向けた国土の質的転換を図る上で目指すべき国土

基盤像はどのようなものか。特に、アジア経済とのシナジー効果による我

が国の持続的な発展、IT 化によってもたらされたサイバー空間と一体的と

なった国土、計画的な縮退による質の高い都市空間などを形成するため

に、どのような国土基盤が必要か。 

○ 国土の質的転換のために必要な具体のアクションは何か。特に、持続可能

で安全・安心・安定な国土の形成のための国土基盤、世界に開かれた魅力

ある国土形成をするための国土基盤の整備等をどのように推進していく

か。例えば、既存ストックのポテンシャルをどのように引き出していくか。
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（５）持続可能な国土管理 

（計画部会、専門委員会における主な意見） 
・ 人口減少は、適切な土地利用実現の好機であることを明確にすべきだ。 

・ 都市と農村が、並存ではなく、パートナーとして共存するという、循環・共生の

観点からのスローガンを打ち出していくことが新たな国土計画の概念になる。 

・ 低未利用地を意図的にリサイクルできる仕組みが必要ではないか。 

・ 自由な土地利用を原則としつつ、望ましい土地利用の実現のためには、地域の置

かれた状況など適切な情報提供が重要な役割を果たすのではないか。 

・ 災害に対して、どこまでを守るべきシビルミニマム、ナショナルミニマムとして

考えるかが重要である。 

・ 森林を、その機能だけで管理する森林と管理しない森林に区分けすることは不可

能だ。森林の機能と管理方法は区別して検討すべき。 

・ 森林の公益的機能を内部化していく必要がある。国民的経営も運動論的ではなく、

経済等の観点からの分析も必要だ。 

・ 農業、林業の維持には、ＵＪＩターンだけではなく、プロが育つ素地が必要だ。 

・ 使わない農地の管理のあり方を整理することが必要だ。その一手法として農地の

粗放管理が位置づけられる。 

・ 水と緑のネットワークは、水と緑がつながっていればよいという情緒的な範疇に

とどまらず、土砂・水などの科学のシステムや生態系のメカニズムを明示しなけ

れば、現実性が担保されない。 

・ 自然環境の保全・再生には、開発とそれにより失われる自然環境を補うミティゲ

ーションを一体のシステムとしたり、事業者が自然再生を行う際に経済的メリッ

トが還元される等、実現に向けた仕組みが必要だ。 

・ ランドスケープは生態系と景観の両面の観点を含む。また、「ランドスケープの

形成」は他と検討項目と並列ではなく、他の検討項目にも関わる横断的な概念だ。 

・ 森林、農用地、都市に分けて議論をしてきたが、これらを横断的な循環系の中で

位置づけるなど、持続可能な国土管理の考え方を明示すべきだ。 

・ アジアと日本の関係を、環境の面からも考えるべきだ。 

・ 国境を意識しながら、海洋資源の積極的な利用など海洋の適切な管理を行うべき。 

○消費資源の多くを海外に依存し、国土や地球環境に多大な負荷がかかって

いる中で、将来の世代により良い状態で国土を継承していくには、どのよ

うな取り組みが必要か。 

○都市的土地利用を、自由な土地利用を原則としつつ、国土全体として持続

可能性や公益性を高める方向性にマネジメントするメカニズムをどのよう

に構想するか。 

○災害リスクを前提とした土地利用の規制・誘導等を漸進的に進めることが

重要であると考えるが、どのような手法が考えられるか。 

○森林、農地について、多様な主体による直接・間接的な管理への参画（国

民的経営）や人口減少に対応した管理（選択的管理）をどのように構築す

るか。また、戦略産業としての農業の可能性をどう考えるか。 

○自然環境と人間活動が調和するランドスケープの形成に向けて、どのよう

な取り組みが必要か。また、水と緑のネットワークをどのように形成して

いくか。 

○海洋・沿岸域の総合的管理の仕組みをどう構築していくか。 
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（６）その他 

 

（計画部会、専門委員会における主な意見） 

・ 国土形成計画では、今後の国土形成のための思想を明確に示すべきだ。 

・ 中国の成長によって、中国を中心とした物流体系に変化しつつあるのではないか。

それに対応するためには、例えば日本海側を軸に考えるなど、今までとは異なる

発想で国土を考えていく必要があるのではないか。 

・ 各地方では、今の全総を引きずっているところもある。いままでの全総を引き継

ぐ必要はないが、関係を分かりやすく整理することも必要だ。 

・ 計画の策定過程では、国土形成計画を実行するための枠組みについても議論すべ

きだ。 

・ いままでの取り組みのうち、やめるもの、伸ばすものを考え、スクラップアンド

ビルドしていくべきだ。 

・ 国土形成計画は、行財政改革後の日本の姿を示す計画であるべきだ。 

・ 国民の間では、国土形成計画の名前は、まだあまり知られていない。これから十

分にＰＲしていかなければ、国民の理解を得られないだろう。 

 

○人口減少、高齢化、東アジア経済の成長など、これまでとは社会経済情勢

が大きく異なっていく中で、望ましい国土構造は、如何にあるべきと考え

るか。 

○国と地方の協働によるビジョンづくりに向けて、全国計画と広域地方計画

の関係をどのように考えるか。 

○国土形成計画に対する国民一般の関心を喚起する仕組みをどのように構築

していくか。 
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資料２－１ 参考１

計画部会・同専門委員会の開催状況

平成17年

8月11日 国土審議会懇談会

・今後の国土政策の方向と主要な課題に係る論点

・国土形成計画の策定に向けた今後の調査審議の進め方 他

9月 7日 国土審議会決定（持ち回り）

・国土形成計画の策定に向けた今後の調査審議の進め方（部会の設置）

10月12日 国土基盤懇談会

・国土基盤に関する論点

10月13日 自立地域社会懇談会

・自立地域社会に関する論点

10月14日 ライフスタイル・生活懇談会

・ライフスタイル・生活に関する論点

・日本人の価値観変化（委員発表）

10月14日 持続可能な国土管理懇談会

・持続可能な国土管理に関する論点

10月18日 第１回計画部会

・国土形成計画の策定に向けての視点

・専門委員会の設置

10月20日 産業展望・東アジア連携懇談会

・産業展望・東アジア連携に関する論点

10月25日 第１回ライフスタイル・生活専門委員会

・江戸のライフスタイル（委員発表）

・ 多選択社会」のライフスタイル（働き方 （委員発表）「 ）

10月27日 第１回産業展望・東アジア連携専門委員会

・国際競争力・経済活力のある都市圏（１）

10月28日 第１回国土基盤専門委員会

・交通・防災基盤のあり方（委員発表）

10月31日 第１回持続可能な国土管理専門委員会

・都市的土地利用の整序・集約化と自然環境の再生・活用

・減災に向けた国土利用への転換と防災意識の醸成

10月31日 第２回計画部会

・持続可能な国土管理に関する論点
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11月 1日 第２回ライフスタイル・生活専門委員会

・人口減少下の都市圏のあり方（１）

・地方兼居と住民税移転（委員発表）

・将来フレーム

11月 3日 第１回自立地域社会専門委員会

・阿寒湖温泉における地域活性化の取組（地元有識者発表）

11月10日 第３回計画部会

・産業展望・東アジア連携に関する論点

・ライフスタイル・生活に関する論点

11月14日 第２回持続可能な国土管理専門委員会

・水と緑のネットワークの形成を通じた自然環境の保全・再生

・自然環境と人間活動が調和するランドスケープの形成

11月15日 第２回自立地域社会専門委員会

・持続可能で自立的な地域社会の姿

・地域コミュニティの今日的意義

11月17日 第２回産業展望・東アジア連携専門委員会

・国際競争力・経済活力のある都市圏（２）

・東アジア諸国との都市間連携（１）

11月17日 第４回計画部会

・国土基盤に関する論点

・自立地域社会に関する論点

11月18日 第３回持続可能な国土管理専門委員会

・森林の国民的経営と選択的管理

・農用地の国民的経営と選択的管理

11月21日 第３回ライフスタイル・生活専門委員会

・ 静止人口」の考え方（有識者発表）「

・団塊の世代の今後の暮らし方、生き方（委員発表）

・米国における都市の広域連携の取組（委員発表）

11月22日 第２回国土基盤専門委員会

・情報通信・観光基盤のあり方（委員発表）

11月24日 第３回産業展望・東アジア連携専門委員会

・東アジア諸国との都市間連携（２）

11月24日 第３回国土基盤専門委員会

・循環型社会構築及び地域振興のあり方（委員発表）

11月26日 第３回自立地域社会専門委員会

・山口県下における地域づくりの取組（地元有識者発表）

11月28日 第４回自立地域社会専門委員会
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・地域への人材の誘致（有識者発表）

12月 1日 第４回産業展望・東アジア連携専門委員会

・これまでの検討状況

12月 1日 第４回ライフスタイル・生活専門委員会

・人口減少下の都市圏のあり方（２）

・ 多選択社会」のライフスタイル（住まい方 （委員発表）「 ）

12月 1日 第４回持続可能な国土管理専門委員会

・持続可能な海洋・沿岸域の管理

・これまでの検討状況

12月 2日 第４回国土基盤専門委員会

・国土基盤の整備に関する更なる論点

12月 6日 第５回国土基盤専門委員会

・これまでの検討状況

12月 8日 第５回計画部会

・これまでの検討状況



国土審議会委員名簿

平成１７年１２月４日現在

１．衆議院議員のうちから衆議院が指名した者

古 賀 一 成 衆議院議員
土 肥 隆 一 衆議院議員
保 岡 興 治 衆議院議員
柳 澤 伯 夫 衆議院議員
渡 辺 喜 美 衆議院議員

２．参議院議員のうちから参議院が指名した者

佐 藤 雄 平 参議院議員
陣 内 孝 雄 参議院議員
西 田 吉 宏 参議院議員
前 田 武 志 参議院議員

３．学識経験を有する者（２０人以内）

岩 崎 美紀子 筑波大学大学院人文社会科学研究科教授
植 本 眞砂子 日本労働組合総連合会副会長
大 西 隆 東京大学先端科学技術研究センター教授
神 尾 隆 トヨタ自動車㈱相談役

(社)中部経済連合会副会長
川 勝 平 太 国際日本文化研究センター教授
清 原 慶 子 三鷹市長
小 澤 紀美子 東京学芸大学教育学部教授
小早川 光 郎 東京大学大学院法学政治学研究科教授
潮 谷 義 子 熊本県知事
生源寺 眞 一 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
神 野 直 彦 東京大学大学院経済学研究科教授
丹 保 憲 仁 放送大学学長
千 野 境 子 産経新聞東京本社特別記者・論説委員長
千 速 晃 新日本製鐵㈱代表取締役会長

前(社)日本経済団体連合会副会長
津 村 準 二 東洋紡績㈱代表取締役会長

(社)関西経済連合会副会長
中 村 桂 子 ㈱ＪＴ生命誌研究館館長
藤 原 まり子 ㈱博報堂生活総合研究所客員研究員
虫 明 功 臣 福島大学理工学群教授
森 地 茂 政策研究大学院大学教授
矢 田 俊 文 北九州市立大学学長
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国土審議会計画部会委員名簿 
 

（◎：部会長 ○：部会長代理） 
平成１７年１０月１８日現在 

 
 家田  仁 東京大学大学院工学系研究科教授 

  石  弘之 北海道大学公共政策大学院特任教授            

 大西  隆 東京大学先端科学技術研究センター教授 

○ 奥野 信宏 中京大学総合政策学部長 

 垣内恵美子 政策研究大学院大学教授 

 金井  耿 （株）日本旅行代表取締役社長 

 香山 リカ 精神科医 

 河田 惠昭 京都大学防災研究所長 

 來生  新 横浜国立大学副学長 

 鬼頭  宏  上智大学経済学部教授 

 小林 重敬 横浜国立大学大学院工学研究院教授 

 坂本  明 石川県穴水町長 

 生源寺眞一 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 関根 千佳 （株）ユーディット代表取締役社長 

 高島 準司 住友不動産㈱代表取締役社長 

 武内 和彦 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 寺島 実郎 （株）三井物産戦略研究所長、（財）日本総合研究所理事長 

 中村 英夫 武蔵工業大学学長 

 西村 幸夫 東京大学大学院工学系研究科教授 

  林  良嗣 名古屋大学大学院環境学研究科教授 

 福武總一郎 （株）ベネッセコーポレーション代表取締役会長 

 藤田 昌久 日本貿易振興機構(ジェトロ)･アジア経済研究所長、京都大学経済研究所教授 

 村木 美貴 千葉大学工学部助教授、NPO 法人地域経営支援ネットワーク理事 

 村田 正樹 森トラスト・アセットマネジメント（株）社長 

◎ 森地  茂 政策研究大学院大学教授 

 安居 祥策 帝人（株）相談役 

 山本 容子 版画家 

 和気 洋子 慶應義塾大学商学部教授 
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国土審議会計画部会専門委員会委員名簿 
 

（◎委員長 ○委員長代理） 
 

ライフスタイル・生活専門委員会 

 浅見 泰司 東京大学空間情報科学研究センター副センター長 
 江崎 雄治 専修大学文学部助教授 
○神崎 宣武 民俗学者、旅の文化研究所長 
◎鬼頭  宏 上智大学経済学部教授 
 桑野 和泉 （株）玉の湯代表取締役社長 
 鈴木 輝隆 江戸川大学社会学部教授 
 武石恵美子 （株）ニッセイ基礎研究所社会研究部門上席主任研究員 
 玉田  樹 （株）野村総合研究所理事 
 土居 丈朗 慶應義塾大学経済学部助教授 
 中井 検裕 東京工業大学大学院社会理工学研究科教授 
 中山 洋子 （株）リクルート総務部リーダー 
 西浦 定継 明星大学理工学部助教授 
 松田 忠三 千葉大学法経学部教授 
 保井 美樹 法政大学現代福祉学部助教授、ＮＰＯ法人地域経営支援ﾈｯﾄﾜｰｸ理事 
 

産業展望・東アジア連携専門委員会 

 石森 秀三 国立民族学博物館文化資源研究センター長 
 木下 俊彦 早稲田大学国際教養学部教授 
 黒田 勝彦 神戸大学工学部教授 
 櫻井 紀久 （財）電力中央研究所上席研究員 
 進藤 千尋 福岡市経済振興局理事 
 竹村 滋幸   全日本空輸（株）調査室長 
◎寺島 実郎 （株）三井物産戦略研究所長、（財）日本総合研究所理事長 
 原山 優子 東北大学大学院工学研究科教授 
○藤田 昌久 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所長、京都大学経済研究所教授 
 宮川  努 学習院大学経済学部教授 
 山崎  朗 中央大学大学院経済学研究科教授 
 

自立地域社会専門委員会 

 秋岡 栄子 経済エッセイスト、経済キャスター 
 上山 信一 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 
 梅川 智也 （財）日本交通公社研究調査部長 
 大垣 尚司 日本住宅ローン（株）代表執行役社長、立命館大学大学院法学研究科教授 
 岡島 成行 （社）日本環境教育フォーラム理事長、大妻女子大学家政学部教授 
 小川 全夫 九州大学大学院人間環境学研究院教授 
◎奥野 信宏 中京大学総合政策学部長 
 小田切徳美 東京大学大学院農学生命科学研究科助教授 
 清水 達也 （株）時事通信社編集局内政部長 
 清水 哲夫 東京大学大学院工学研究科助教授 
 関根 千佳 （株）ユーディット代表取締役 
 松田 宏人 日本政策投資銀行地域企画部課長 
○森野 美徳 都市ジャーナリスト、日経広告研究所主席研究員 
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国土基盤専門委員会 

◎家田  仁 東京大学大学院工学系研究科教授 
 今村 文彦 東北大学大学院工学研究科教授 
 上村多恵子 京南倉庫（株）代表取締役 
 小川 雄平 西南学院大学商学部教授 
 小林 潔司 京都大学大学院工学研究科教授 
 清水 愼一 （株）ジェイティービー常務取締役 
 竹内 健蔵 東京女子大学文理学部教授 
 田村  亨 室蘭工業大学建設システム工学科教授 
 徳田 英幸 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 
 中川  一 京都大学防災研究所教授 
○根本 敏則 一橋大学大学院商学研究科教授 
 細田 衛士 慶應義塾大学経済学部教授 
 三友 仁志 早稲田大学大学院国際情報通信研究科教授 
  廻  洋子 淑徳大学国際コミュニケーション学部客員教授 
 屋井 鉄雄 東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 
 

持続可能な国土管理専門委員会 

 麻生  恵 東京農業大学地域環境科学部教授 
 有田 博之 新潟大学農学部教授 
 磯部 雅彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科長 
 遠藤 日雄 鹿児島大学農学部教授 
  沖  大幹 東京大学生産技術研究所助教授 
 後藤 國利 大分県臼杵市長 
◎小林 重敬 横浜国立大学大学院工学研究院教授 
○武内 和彦 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 
 谷口  守 岡山大学大学院環境学研究科教授 
 千田  正 住友信託銀行（株）執行役員不動産業務部長 
 辻本 哲郎 名古屋大学大学院工学研究科教授 
 根本 祐二 日本政策投資銀行地域企画部長 
 速水  亨 速水林業代表 
 星野 順子 みずとみどり研究会事務局長 
  牧  紀男 京都大学防災研究所助教授 
 三好 吉清 神奈川県農業会議会長 
 鷲谷いづみ 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 
 亘理  格 北海道大学大学院法学研究科教授  
 
 


